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１．多大なリスク 
人工衛星の調達や打上げに大きな初期投資が必要なこと、打上

げ失敗や軌道上での不具合の発生などのリスクがある一方で、軌

道上での修復などが困難であること、十分な宇宙実証による信頼性

に対する保証が必要であることが、宇宙利用の促進や産業界によ

る市場参入の制約となっているのではないか。 
 
２．欧米に比べ少ない資源（資金、人材） 
我が国は、欧米に比べ少ない予算・人材で、総花的な宇宙開発

利用を展開しているのではないかとの指摘がある。 
 
３．研究開発成果と利用ニーズのミスマッチ 
米国包括通商法スーパー301条（1990年の日米合意）の影響に

よって、以後、研究開発成果が宇宙利用の促進や新産業の創出に

繋がっていないのではないかとの指摘がある。 
 
４．技術基盤維持の困難性 
人工衛星やロケットは、先端技術や知識を高度に集約した大規

模なシステムであり、宇宙空間という極限環境（温度変化が激しく、

放射線環境下であることなど）で高い信頼性が要求される。 
我が国の宇宙開発利用の自在性を確保するため、欧米へのキャ

ッチアップ体制から完全な脱却を可能とする、優れた技術開発能力

とともに、多品種少量生産という条件の下で、高い信頼性と経済性

を同時に達成する製造能力の維持が必要ではないか。 
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世界の宇宙機関の予算・人員の比較

NAL    ：航空宇宙技術研究所
ISAS   ：宇宙科学研究所
NASDA：宇宙開発事業団

NASA ：航空宇宙局（米国）
ＤｏＤ  ：国防総省（米国）

ＥＳＡ  ：欧州宇宙機関
ＣＮＥＳ：仏国立宇宙センター
ＤＬＲ   ：独航空宇宙センター
ＡＳＩ　　：伊宇宙機関
ＢＮＳＣ：英国国立宇宙センター

NASDA
12.70

ISAS
1.58

その他
9.20

DoD
132.02

NASA
124.58

ESA
28.26

CNES
14.69

ASI
3.97

DLR
2.05

BNSC
1.09

＊１　１９９９年度予算を１９９９年の為替レート
　　で変換。日本については２００２年度予算。
＊２　欧州のＣＮＥ、ＤＬＲ、ＡＳＩ、ＢＮＳＣの予
　　算額は、ＥＳＡに対する拠出金を除いたも
　　の。
＊３　NASAの人員数は１９９９年度、ＤｏＤの人
　　員数は２０００年度のもの。欧州の人員数
　　は、１９９８～２００１年度の公表値を基に推
　　計。日本の人員数は２００２年度のもの。

（億ドル）

NASDA
1,090人

ISAS
294人

NAL
412人

日本 米国 欧州

NASA
約23,000人

DoD
約22,600人

約7,000人



先進国における宇宙関係予算の対GDP比　（1997年）
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NASDA調べ

%

軍事部門
民生部門

ＥＵ平均：フランス、イタリア、イギリス、ドイツ、ベルギー、オランダ、スペイン、オーストリア、デンマーク、フィンランド、アイルランド
　　　　　　の総宇宙関係予算を総ＧＤＰで割ったもの。
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チャレンジャー事故

ベルリンの壁崩壊

ＳＴＡＲＴ　Ⅰ発効

クリントン大統領が
国家宇宙政策を発表

ＥＳＡ設立
アリアンⅤ予算成立アリアンⅠ開発着手

・欧州：1967-1974年はESRO/ELDOの予算、1975-1999年はESAの予算
・欧州各国の予算はESAへの拠出金も含む
・日本はNASDA、ISAS、NAL、その他の合計

主要国における宇宙関係予算の推移



基本技術の習得

ロケット分野
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調査・体験 全段自主開発の達成 国際競争力の獲得

[ 静止130kg級 ] [ 350kg級 ] [  2t 級 ] 試験機（ 2t 級 ）
打上げ成功

LE-5、慣性誘導装置等

主要技術の獲得

LE-7、SRB、フェアリング等

[ 550kg級 ]
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人工衛星分野
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基本技術
の習得

運用・利用技術
の習得開始

自主技術による三軸制御静止衛星バスの開発
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実用衛星の国産化率の向上
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中継器、中継器、中継器、中継器、
地上局設備地上局設備地上局設備地上局設備
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NHKと連携

NTTと連携

気象庁と連携

国産技術により民間会社が受注を獲得国産技術により民間会社が受注を獲得国産技術により民間会社が受注を獲得国産技術により民間会社が受注を獲得
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段階的地球観測技術の習得、利用への橋渡し

ETS:技術試験衛星　　　MTSAT:運輸多目的衛星
BS:放送衛星　　　　　　　ALOS:陸域観測技術衛星
CS:通信衛星　　　　　　　COMETS:通信放送技術衛星
GMS:静止気象衛星　　WINDS:超高速インターネット衛星
MOS:海洋観測衛星
JERS:地球資源衛星
ADEOS:地球観測プラットフォーム技術衛星

これまでの宇宙開発の主な流れと成果



1990年の日米合意のポイント年の日米合意のポイント年の日米合意のポイント年の日米合意のポイント 
 
（１）日本国政府または衛星調達が政府の直接もしくは間接的な監

督化にある機関（ＮＴＴを含む）による非研究開発衛星の調達は、

公開、透明、かつ、無差別の手続きに従って行われる。 
 
（２）「研究開発衛星」とは、各々の国にとって新しい技術の宇宙で

の実証または非商業的科学研究のために設計・使用される衛星。

また、全ての有人宇宙システムは研究開発衛星と定義。（商業目

的または恒常的サービスを継続して提供するために設計・使用さ

れる衛星は、「研究開発衛星」ではない。） 
 
○近年の米国の考え方 

    米国通商代表部外国貿易障壁評価年次報告 1998及び 1999年版 

 
【1998年版】 
米国政府は、引き続き宇宙開発事業団の人工衛星の調達につき、研究

開発衛星の調達であるとして、取決めの適用を排除する動きに懸念を有し

ている。研究開発衛星の定義をあまりに広くすると、米国や他の外国の衛

星事業者が正当な契約を得る機会を不当に奪うことになるためである。右

観点から、96 年 10 月の同事業団による調達をはじめ、今後とも、日本国
政府の調達を、日米の取決めに沿ったものであるか、また商用・非研究開

発衛星として使える人工衛星の開発に資金拠出が行われないよう、注意

深く監視していく。 

 
【1999年版】 
米国は、研究開発目的の調達とは、宇宙において開発もしくは実証する

ための新規技術を取り入れるもので、商用及び通常業務に供されることを

目的としていないこと、商用市場及び政府の研究開発以外の市場で提供

可能な衛星又は部品の開発に対して資金を提供すべきではないと考える。 


